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第6次エネルギー基本計画における2030年のエネルギー需給の見通し

出典：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第48回会合）資料5「2030年におけるエネルギー需給の見通し参考資料」2021年8月4日
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■企業228社（2023年1月5日現在）が加盟し、持続可能な脱炭素社会実現を目指す
企業グループ、日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）が2020年9月に公表した
「第6次エネルギー基本計画案に関する声明」では、2030年の再エネ導入比率につい
て国の目標（36～38％）を大きく上回る50％を求めている。

■脱炭素に取り組む企業548社（2023年1月5日現在）が参加する気候変動イニシア
ティブ(JCI)や経済同友会も2030年の再エネ比率40～50％を求めている。

日本企業の高い再エネニーズ

ESG投資、EUタクソノミー、炭素国境調整措置（CBAM）などの世界の動きに

対応するには企業自らが再エネ活用などの脱炭素経営を推進しなければ
ならないという危機感



4出典：環境省HP「企業の脱炭素経営への取組状況」 http://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html

求められる企業の脱炭素経営
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プライム市場におけるTCFD提言に基づく開示要請

出典：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 2021年度版～」2022年3月



6

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

サプライチェーン排出量

事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係するあらゆる排出を合計した排出量を指す。
つまり、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の流れ全体から発生する温室効果ガス排出量のこと。
サプライチェーン排出量＝Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量

出典：環境省HP「グリーンバリューチェーンプラットフォーム」 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/supply_chain.html

重要となる再生可能エネルギーの調達
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2022年6月3日、気候変動イニシアティブ(JCI）は、「ロシアによるウクライナ侵攻

が世界のエネルギー供給を不安定化させる中で、日本が今取り組むべきは、
省エネ・エネルギー効率化を徹底するとともに、世界情勢に左右されない再生
可能エネルギーの導入を加速することです。安定供給のためとして化石燃料
への依存を続ける議論への回帰があってはなりません。」とするメッセージを
285団体（企業201、自治体15、団体・NGO等69）の賛同により公表。

エネルギー供給不安定下でも高い企業の再エネニーズ

加速するエネルギー転換への対応の必要性は変わらない
エネルギー安全保障としての再生可能エネルギーの重要性も高まる

出典：JCI「いまこそ再生可能エネルギーの導入加速を エネルギー危機の中でも気候変動対策の強化を求める」2022年6月3日



多くの自治体が2050年二酸化炭素排出実質ゼロを表明

出典：環境省HP https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html
8



9

先行地域づくりによる脱炭素ドミノの推進

出典：内閣官房「地域脱炭素ロードマップ（案）【概要】国・地方脱炭素実現会議 ～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～」 国・地方脱炭素実現会議（第３回）資料１－２,令和３年６月９日



10出典：環境省地球温暖化対策課「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編」令和４年４月

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/doc/gaiyou3.pdf

日本の再生可能エネルギーポテンシャル
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2030年度の再生可能エネルギー導入見込みの内訳

出典：経済産業省「2030年度におけるエネルギー需給の見通（関連資料）」2021年10月に一部加筆

即応性

発展性

安定性
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増加する自治体の再エネ発電設備の設置に関する条例

風力、太陽光などの再エネは地域の分散型エネルギーであるため、その活用には地域市民の協力（社会
的受容性）が必要だが、近年、地域外の資本による大規模メガソーラーなどの設置による景観悪化や環境
破壊等を懸念した地域の反対運動が起こるなど、再生可能エネルギー普及による地域のNIMBY問題が各
地で発生。そのため再エネ発電設備の設置に抑制的な条例を制定する自治体が増加。

■近年、自然環境や景観の保全を目的として、再エネ発
電設備の設置に抑制的な条例（再エネ条例）の制定が
増加していることを踏まえ、全国の自治体を対象に条
例の制定状況を調査し、 1,559の自治体から回答を得た
（回答率87.7%)。
■2016年度に26件だったものが2020年度には134件と5年
で約5.2倍に増加し、全国の自治体の約１割弱が、
再エネ条例を制定している状況。
■このうち、66件の条例は、再エネ発電設備の設置に
関し、抑制区域や禁止区域を規定しており、中には
域内全域を抑制区域とする例も見られる。

出典：経産省「2030年に向けたエネルギー政策の在り方」総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第40回会合）令和3年4月13日より抜粋
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■企業の脱炭素経営、自治体の脱炭素目標の達成、エネルギー安全保障には
再エネが欠かせない。

日本の再エネの掘り起こしが必要

■一方、再エネ普及には地域の理解と協力といった社会的受容性が必要。

■洋上風力発電をはじめとする海洋再生可能エネルギーのポテンシャルに注目。
■地域主体による海洋再生可能エネルギーの活用の必要性（＝ブルーエコノミーの推進）

ブルーエコノミーとして注目される海洋再生可能エネルギー
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